
 
ちばワーケーション受入体制強化事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、県内におけるワーケーションの受入促進を図るため、地域

が主体的に取り組む受入体制の強化を目的として行う事業に対し、予算の

範囲内において、千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県規則第５３

号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、補助金を交付する。 

 

（事業の実施主体等） 

第２条 本事業の実施主体は、千葉県内に所在する次の各号のいずれかに該

当するもの(以下「市町村等」という。) とする。 

ただし、知事が特に認める場合は、この限りではない。 

（１）市町村 

（２）観光協会等、地域における観光振興を目的に設置された団体 

（３）地域におけるワーケーションの受入れに継続的に取り組む宿泊事業者

等の同業団体 

（４）地域におけるワーケーションの受入れに継続的に取り組むことを目的

として、宿泊施設（千葉県内で旅館業法(昭和２３年法律第１３８号)第

３条第１項の許可を受けて、同法第２条第２項、第３項又は第４項の営

業を行っている宿泊施設とし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律(昭和２３年法律第１２２号)第２条第６項に掲げる「店舗型

性風俗特殊営業」を行っている施設及びこれに類するものを除く。）の

事業者を含む、地域におけるワーケーションの受入環境を構築するため

に必要な施設の事業者等で構成された団体 

 

２ 前項の規定にかかわらず、実施主体となる団体等（前項第２号から第４

号に掲げる団体等をいう。以下同じ。）の役員等（代表者、理事若しくはこ

れらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体等の運営に関与

している者又は当該団体等の業務に係る契約を締結する権限を有する者

をいう。ただし、市町村長、副市町村長及び市町村の職員を除く。以下同

じ。）が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、当該団体等は、

補助の対象とならない。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

（２）次のいずれかに該当する行為（ロ又はハに該当する行為であって、 

法令上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除

く。）をした者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認

められる者を除く。） 

 

 



 
イ 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える

目的で、情を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員

を利用する行為 

ロ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを 

知りながら、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品 

その他の財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

ハ 県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約

の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員で 

あることを知りながら、当該契約を締結する行為 

（３）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、 

市町村等が主体となって行う、地域におけるワーケーション（本条でいう

ワーケーションとは、テレワーク等を活用し、普段の職場や自宅とは異な

る場所で仕事をしつつ、自分の時間も過ごすことや、企業等の業務の一環

として宿泊を伴う会議や、観光施設等を利用した研修、余暇活動をする過

ごし方をいう。）の受入体制の強化に資する次の事業とする。  

（１）地域で連携した受入体制の構築 

（２）企業等と連携したモデル事業の実施 

（３）受入体制を強化するための勉強会等の実施 

 

２ 受入環境の整備（ワーケーションの受入施設におけるワークスペースの

改修及び備品の購入）については、原則補助事業の対象外とする。ただし、

本条第１項第１号の事業に密接に関連するものについては、県との協議に

より、県が必要性を認めた場合に限り、補助の対象とする。 

 

３ 本条第１項及び第２項に掲げる補助事業は、宿泊施設を含む地域の複数

施設と連携した取組であって、受入れの増加につながり、継続的な取組が

見込まれる事業であることとする。 

 

（補助金の算定方法） 

第４条 この補助金の交付額は、別表第１欄に定める対象経費の合計額から

寄付金その他の収入額を差し引いた額に、同第２欄に定める補助率を乗じ

算出した額と、同第３欄に定める補助上限額を比較して少ない方の額とす

る。 

なお、算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てるものとする。 

 



 
（申請の手続） 

第５条 規則第３条の規定により、この補助金の交付の申請をしようとする

ときは、知事が別に定める期日までに「ちばワーケーション受入体制強化

事業補助金交付申請書」（別記第１号様式）を知事に提出しなければなら

ない。 

 

２ 第２条第１項第３号及び第４号に定める者が規則第３条の規定により

補助金の交付の申請をしようとする場合は、知事が別に定める期日までに、

「ちばワーケーション受入体制強化事業補助金交付申請書」（別記第１号

様式）正副２部を、事業を実施する市町村長に提出しなければならない。 

 

３ 前項に規定する書類の提出を受けた市町村長は、提出のあったちばワー

ケーション受入体制強化事業補助金交付申請書に、ちばワーケーション受

入体制強化事業補助金交付申請書にかかる意見書（別記第２号様式）を添

付して知事に提出するものとする。 

 

（交付の決定） 

第６条 知事は、前条に定める交付申請のあった補助事業について適当と認

めるときは、次条に掲げる条件を付して補助金の交付を決定し、申請者に

通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更（対象

経費の２０パーセント以内の軽微な変更を除く。）をする場合には、知

事の承認を受けなければならない。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受け

なければならない。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が

困難となった場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受け

なければならない。 

（４）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及

び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額

の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を

受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（５）その他知事が必要と認める条件 

 

（承認の手続） 

第８条 前条第１号又は第２号の規定により、知事の承認を受けようとする

ときは、「ちばワーケーション受入体制強化事業補助金変更（中止・廃止）

承認申請書」（別記第３号様式）を知事に提出しなければならない。  

 



 
（実績報告） 

第９条 規則第１２条の規定により、この補助金の実績の報告をしようとす

るときは、知事が別に定める期日までに「ちばワーケーション受入体制強

化事業補助金実績報告書」（別記第４号様式）を知事に提出しなければな

らない。 

  

（補助金の額の確定） 

第１０条 知事は、前条に定める実績報告のあった補助事業について適当と

認めるときは、申請者に額の確定の通知を行うものとする。 

 

（交付の請求） 

第１１条 規則第１５条の規定により、補助金の交付を受けようとするとき

は、「ちばワーケーション受入体制強化事業補助金交付請求書」（別記第５

号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

２ 規則第１６条第２項の規定により、補助金の概算払を受けようとすると

きは、「ちばワーケーション受入体制強化事業補助金概算払請求書」（別記

第６号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（受入状況報告） 

第１２条 市町村等は、補助金の交付があった年度の翌年度から５年間、交

付申請時に提示したワーケーション受入の状況について、知事が別に定め

る期日までに、「ちばワーケーション受入体制強化事業受入状況等報告書」

（別記第７号様式）により、知事に報告しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第１３条 市町村等は、補助金の交付があった以降において、補助事業に更

正すべき事由を生じ、かつ交付すべき額を超える補助金が交付されている

ときは、その超える部分について県に返還するものとする。 

 

（暴力団密接関係者） 

第１４条 規則第１７条第１項第３号の知事が定める者は、実施主体となる

団体等の役員等が第２条第２項各号のいずれかに該当する者である団体

等とする。 

 

（財産処分の制限） 

第１５条 規則第２１条第１項に規定する財産の耐用年数の期間は、減価償

却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）

に定める耐用年数の期間を準用する。 

 

第１６条  この要綱に掲げるちばワーケーション受入体制強化事業の実施

に関して必要な細目は別に定める実施要領による。 



 
 

附則 

この要綱は、令和３年１０月２６日から施行し、令和３年度予算に係る 

補助金から適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和５年３月３０日から施行し、令和５年度予算に係る 

補助金から適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和６年６月２０日から施行し、令和６年度予算に係る 

補助金から適用する。  



 
 

別表（第４条） 

１ 対象経費 ２ 補助率 ３ 補助上限額 

 

第３条第１項及び第２項ただし書きに 

定める事業の実施に要する次の費用 

 

（１） 報償費  

（２） 旅費（報償費及び旅費は、事業を実施

するにあたり必要な経費に限る。）  

（３） 需用費（食糧費を除く。）  

（４） 役務費  

（５） 委託料  

（６） 使用料及び賃借料  

（７） 備品購入費 

（８） 広告宣伝費  

（９） 賃金（一定の期間を定めて単純な労

務に従事する臨時的な勤務形態の職

員に対して支払われるものに限る。）  

（１０） 工事請負費  

（１１） その他知事が認める経費 

 

（１）第３条第１項

第１号から第３号

までの事業 

補助対象経費の 

 ２／３以内 

 

（２）第３条 

第２項ただし書き

による受入環境の

整備に係る事業 

補助対象経費の   

１／２以内 

 

 

単 独 の 市 町 村 内 で

実施  

1,000 万円  

 

複数の市町村で  

連携して実施  

1,500 万円  

 

 


